
IV IV 次世代電子行政サービスの実現に向けて次世代電子行政サービスの実現に向けて

次世代電子行政サービスを実現するために「ｅワンストップ・イニシアティブ」を推進する。先行プロ次世代電子行政サービスを実現するために「ｅワンストップ・イニシアティブ」を推進する。先行プロ
ジェクトとして実証実験を中心に課題の検証を行うと共に、基本的な枠組みの構築を行い、知識創ジェクトとして実証実験を中心に課題の検証を行うと共に、基本的な枠組みの構築を行い、知識創
造の社会へ導く次世代電子行政サービスの継続的な成長に向けた取組みを進める。造の社会へ導く次世代電子行政サービスの継続的な成長に向けた取組みを進める。

１．１．実証実験に向けた主な課題実証実験に向けた主な課題

２．２．次世代電子行政サービスの環境整備に向けた主な課題次世代電子行政サービスの環境整備に向けた主な課題

－－ ワンストップワンストップ化に向けた化に向けた法制の検討法制の検討

－－ 総合的・一体的な取組みの推進体制の整備総合的・一体的な取組みの推進体制の整備

－－ 手続にかかる業務の総点検手続にかかる業務の総点検

－－ 官民における関係手続の連携強化官民における関係手続の連携強化

－－ 情報の透明化情報の透明化

－－ フロントオフィスにおけるワンストップポータルの実現フロントオフィスにおけるワンストップポータルの実現

－－ バックオフィスにおける情報の共同利用の促進バックオフィスにおける情報の共同利用の促進

－－ 国・地方における関係手続の連携検討国・地方における関係手続の連携検討

－－ データや様式の標準化データや様式の標準化

３．知識創造の社会へ導く次世代電子行政サービスの３．知識創造の社会へ導く次世代電子行政サービスの
継続的な成長に向けた取組み継続的な成長に向けた取組み

－－ 社会保障カード（仮称）、電子私書箱（仮称）との連携社会保障カード（仮称）、電子私書箱（仮称）との連携
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座 長 ： 須藤 修 東京大学大学院情報学環教授
座長代理 ： 辻井 重男 情報セキュリティ大学院大学学長

課題：
電子政府の手続に応じたセキュリティ確保策及びユーザビリティ向上方策について政府横断的な統一ガイドライン

を策定することに向け、年度内に一定の方向性を取りまとめ。

セキュリティ分科会 ユーザビリティ分科会

電子政府ガイドライン作成検討会（平成２０年１０月２日より開催）

主査 ：

辻井 重男 情報セキュリティ大学院大学学長
主査代理：
佐々木良一 東京電機大学未来科学部教授

他 （計１０名）

主査 ：
山田 肇 東洋大学経済学部教授

主査代理：

他 （計１０名）

オンライン利用に係るガイドラインの策定
内閣官房（ＩＴ担当室及び情報セキュリティセンター）において、電子政府の手続に応じたセキュリティ確保策、ユーザ

ビリティ向上方策について政府横断的な統一ガイドラインを策定することに向け、有識者を含めた検討の場を速やか
に立ち上げ、「セキュア・ジャパン2008」における取組も踏まえつつ、経済産業省及び関係府省の協力を得て、年度内

に一定の方向性を取りまとめることとする。

オンライン利用拡大行動計画（平成２０年９月１２日ＩＴ戦略本部決定）より抜粋

黒須 正明 （独）メディア教育開発センター理事長補佐

（参考）電子政府ガイドライン作成検討会について（参考）電子政府ガイドライン作成検討会について

他 （計２３名）
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電子私書箱電子私書箱((仮称）構想の目標仮称）構想の目標
様々なサービス提供者（国、地方自治体、保険者、医療機関等）が保有する国民の情様々なサービス提供者（国、地方自治体、保険者、医療機関等）が保有する国民の情
報を、報を、安心かつ容易に安心かつ容易に、本人が入手・閲覧・管理・活用できる仕組みを、本人が入手・閲覧・管理・活用できる仕組みを実現。実現。

社会保障サービス等をめぐる現状社会保障サービス等をめぐる現状

様々な機関の存在、手続の未整備により、個人の情報を容易に受け取ることができ様々な機関の存在、手続の未整備により、個人の情報を容易に受け取ることができ
ない。受け取れたとしても主として紙媒体であり、その情報を容易に整理、保存、活ない。受け取れたとしても主として紙媒体であり、その情報を容易に整理、保存、活
用することに限界あり。用することに限界あり。

ITの活用により現状を改善できないだろうか？

電子私書箱（仮称）構想 参考資料２
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開催の経緯等開催の経緯等

「重点計画-2007」において「国民視点の社会保障サービスの実

現に向けての電子私書箱（仮称）の創設」が盛り込まれたことを
受け、2007年度「電子私書箱（仮称）による社会保障サービス
等のIT化に関する検討会」を開催、電子私書箱（仮称）のコンセ

プトをとりまとめた。

技術的課題、制度的課題に関する検討を行うため、2008年度

「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検
討会」討会」を開催。

特に特定健診結果、年金記録をユースケースとして詳細検討を
行なうため、ユースケース検討ワーキンググループユースケース検討ワーキンググループを設置

社会保障や電子行政等において情報を効率的に提供する「信
頼できる基盤」として、本検討会における報告書及び電子私書報告書及び電子私書
箱（仮称）プラットフォーム基本設計箱（仮称）プラットフォーム基本設計が今後関連施策に反映され
ることが望まれる。

「電子私書箱（仮称）構想の実現に向けた基盤整備に関する検討会」活動状況

【検討会委員名簿】
池上 秀樹 健康保険組合連合 会理事
大山 永昭 東京工業大学大学院 理工学研究科教授
神谷 寿彦 ヤフー株式会社会員サービス事業部長
小松 文子 独立行政法人 情報処理推進機構

情報セキュリティ分析ラボラトリー室長
新保 史生 筑波大学大学院 図書館情報メディア研究科准教授
須藤 修 東京大学大学院 情報学環教授

寺本 振透 東京大学大学院 法学政治学研究科教授
座長 安田 浩 東京電機大学 未来科学部情報メディア学科教授

山本 隆一 東京大学大学院 情報学環准教授

【ワーキンググループ構成員名簿】
小尾 高史 東京工業大学大学院 総合理工学研究科准教授

主査 小松 文子 独立行政法人 情報処理推進機構

情報セキュリティ分析ラボラトリー室長
五味 秀仁 ヤフー株式会社 Yahoo! JAPAN研究所
坂本 泰久 NTT情報流通プラットフォーム研究所

ユビキタスコンピューティング基盤プロジェクト主任研究員
新保 史生 筑波大学大学院 図書館情報メディア研究科准教授
中橋 良二 健康保険組合連合会 IT推進部長
吉本 明平 財団法人全国地域情報化推進協会（APPLIC）企画部

担当部長

第一回第一回 88月月2222日日
電子私書箱（仮称）構想の目標
検討の方向性と課題、進め方など

第二回第二回 1111月月55日日
関連する海外事例
ユースケース検討ＷＧにおける検討状況
情報通知サービスの形態に関する論点整理

第三回第三回 1212月月1717日日
制度的課題に関する論点整理
ユースケース検討ＷＧ中間報告

第四回第四回 22月月99日日
関連する施策紹介
関連する海外事例
電子私書箱（仮称）の導入に伴うコスト削減
等の効果
制度的課題

第五回第五回 33月月1616日日
電子私書箱（仮称）構想における民間事業
者の参画のあり方について
報告書（案）について
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